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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、ストックオプション(新株予約権)を付与しておりますが、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載を省略しております。 

３ 第５期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。 

  

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

売上高 (百万円) 37,111 36,979 39,887 73,974 74,467

経常利益 (百万円) 1,310 1,199 2,212 2,204 2,462

中間(当期)純利益 (百万円) 785 466 697 1,212 994

純資産額 (百万円) 22,399 24,554 27,955 23,040 27,255

総資産額 (百万円) 78,494 78,361 82,111 76,590 81,269

１株当たり純資産額 (円) 516,634.56 559,527.12 613,899.47 531,040.61 613,496.85

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 18,159.53 10,718.56 15,690.91 27,118.44 21,753.10

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.5 31.3 33.2 30.1 33.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,943 3,638 2,160 4,309 5,559

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △455 △1,067 △1,042 △1,098 △2,436

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △886 △1,248 489 △3,386 △2,625

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 4,900 4,369 5,125 3,107 3,427

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
2,602 

(555)

2,537

(497)

2,484

(498)

2,577 

(523)

2,476

(504)



(2) 提出会社の経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高(営業収益)には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、ストックオプション(新株予約権)を付与しておりますが、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載を省略しております。 

  

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

売上高(営業収益) (百万円) 25,651 25,654 26,744 51,458 51,689

経常利益 (百万円) 228 323 1,053 422 1,401

中間(当期)純利益 (百万円) 180 192 155 388 867

資本金 (百万円) 2,340 2,340 2,340 2,340 2,340

発行済株式総数 (株) 46,814.56 46,814.56 46,814.56 46,814.56 46,814.56

純資産額 (百万円) 18,933 19,466 20,439 19,274 20,614

総資産額 (百万円) 58,539 58,748 58,863 59,279 59,199

１株当たり純資産額 (円) 425,825.01 438,069.12 460,167.56 433,639.74 464,023.92

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 4,057.79 4,330.06 3,504.77 8,378.67 19,169.76

潜在株式調整後 
１株当たり(当期) 
中間純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 2,500.00 2,500.00 3,000.00 5,000.00 6,000.00

自己資本比率 (％) 32.3 33.1 34.7 32.5 34.8

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
1,282 

(178)

1,222

(160)

1,162

(150)

1,251 

(175)

1,175

(159)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

スティショナリー用品 
2,195 
(346) 

その他 
177 
(152) 

全社(共通) 112 

合計 
2,484 
(498) 

従業員数(名) 
1,162 
(150) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業競争力の強化に伴い、資金使途が債務削減から設備投資の拡大に移行

したことや、雇用所得の増加が個人消費を支えたことなどから、国内の実体経済は内外需とも平衡的に改善し、回

復基調が継続いたしました。 

一方で、米国のインフレ警戒や原油価格の騰勢等による景気減速の懸念から、一時、円ドル為替が不安定となり

国内外の株価も下落するなど、経営環境への圧迫要因も見られました。 

国内の文具業界につきましては、市場における恒常的な価格競争とシェア争奪状況が熾烈さを増し、推移してお

ります。 

このような情勢の中で、当社及びパイロットグループは、経営方針の根幹であります「顧客主義」を深耕させ、

顧客ニーズを的確に捉えた高機能・高付加価値・高品質・デザイン性重視の新しい製商品を開発上市し、全社一丸

となり鋭意営業に努めました結果、当中間連結売上高は398億87百万円(前年同期比7.9％増)となりました。 

ステイショナリー用品事業におきましては、当中間連結売上高は前年同期比7.1％の増加となりました。商況を国

内外に分けてみますと、国内市場では主力の筆記具におきまして、スリムな万年筆「キャップレス デシモ」、高

級ボールペン「タイムライン」シリーズ、リフトクリップ搭載のボールペン「パティント」や「フィード・リフテ

ック」シリーズ、消しゴムで消せる「ｅ-ＧＥＬ(イーゲル)」や選べる２色のゲルインキボールペン「ハイテックＣ

コレト」、油性インキの「ツインマーカー」シリーズなどの売上がそれぞれ好調でありました。 

筆記具の新製品では、書く人の内なる美を引き出す「和」テイスト・デザインの高級ボールペン「ふみ楽(FUMI 

RAKU)」、ハードな動きにも対応できる可動式リフトクリップ搭載のボールペン「オプト(opt.)」、化粧品をイメー

ジさせる新スタイルのゲルインキボールペン「ハイテックＣ リッシュ(RICHE)」、最後まで安定した筆記濃度を約

束するカートリッジ式新ホワイトボードマーカー「ボードマスター」、暗記用水性マーカー「メモリーライン」な

どがそれぞれ好評でありました。 

海外市場では、ノック式ゲルインキボールペン「Ｇ-２／Ｇ-２ミニ」シリーズ、水性ボールペン「ハイテックポ

イントＶ５／Ｖ７」シリーズが好調でありました。特に、地域別／品目別の海外売上高を見ましても、米州地域に

おけるゲルインキボールペン「Ｇ-２」の販売実績が顕著であり、生産効率の向上に伴う製造コストの低減が、当中

間期の利益面を大きく押し上げるものとなりました。 

また、欧州地域につきましても、環境対応型筆記具「Begreen(ビグリーン)」シリーズや、温度設定により色が変

化するメタモインキ搭載の新製品ボールペン「Frixion Ball(フリクションボール)」などが、パイロット独自の筆

記具として市場の注目を浴びております。 

その他の事業におきましては、宝飾事業の当中間連結売上高は前年同期比9.7％増加、玩具事業につきましての当

中間連結売上高は前年同期比26.9％増加いたしました。 

  



以上により、当中間国内連結売上高は151億29百万円(前年同期比0.9％減)、当中間海外連結売上高は247億58百万

円(前年同期比14.0％増)となりました。 

当社の損益面につきましては、営業努力と継続的な全社コストの削減などにより、当中間期連結営業利益は30億

58百万円(前年同期比28.1％増)、当中間期連結経常利益は22億12百万円(前年同期比84.5％増)となりました。当中

間期連結純利益は、当中間連結会計期間中に固定資産の減損処理を行ないましたが、６億97百万円(前年同期比

49.3％増)となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(日本) 

国内の市場におきましては、価格競争及びシェア争いの厳しい中、売上高は186億49百万円(前年同期比0.0％

減)でしたが、コスト削減に努め、営業利益は22億１百万円(前年同期比68.0％増)となりました。 

  

(米州) 

ゲルインキボールペンの販売が好調であり、売上高は109億99百万円(前年同期比20.3％増)でしたが、広告費等

の販売管理費の増加により営業利益は６億31百万円(前年同期比18.0％減)となりました。 

  

(欧州) 

新製品等の上市の結果、売上高は81億１百万円(前年同期比14.2％増)でしたが、営業利益は３億10百万円(前年

同期比7.7％減)となりました。 

  

(その他の地域) 

売上高は21億37百万円(前年同期比2.3％増)でしたが、価格競争は依然厳しく営業利益は２億７百万円(前年同

期比7.5％減)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ７億56百万円増加し、51億25百万

円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の増加は21億60百万円(前期は36億38百万円の増加)となりました。これは、主に税金等調

整前中間純利益の13億89百万円と減価償却費の14億47百万円によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は10億42百万円(前期は10億67百万円の減少)となりました。これは、主に有形固定

資産の取得による支出14億60百万円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の増加は４億89百万円(前期は12億48百万円の減少)となりました。これは、主に借入金の

増加７億13百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額は工場出荷価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

見込生産を主体としており、受注生産は僅少であります。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はないため、記載を省略しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

スティショナリー用品 16,741 4.1 

その他 2,409 17.4 

合計 19,150 5.6 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

スティショナリー用品 35,996 7.1 

その他 3,891 15.5 

合計 39,887 7.9 



４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、筆記具・インキに関する基盤技術を応用した独創的な筆記具及び文具事務用品関連製品の開発を

積極的に推進しております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は５億72百万円で事業の種類別セグメントの研究開発活動並びにそ

の金額は、次のとおりであります。 

(1) スティショナリー用品 

・磁気表示媒体に関し、新規技術開発を進め、文具事務用品への製品化に取り組んでおります。 

・文具事務用品に関する各種素材の研究開発を進めております。 

・固有のインキ技術を応用した新しい筆記具の研究開発を進めております。 

当該研究開発費は５億23百万円であります。 

(2) その他 

・固有のインキ技術を応用した新しい玩具の製品化に取り組んでおります。 

当該研究開発費は48百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 180,000

計 180,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 46,814.56 46,814.56

東京証券取引所
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 46,814.56 46,814.56 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく定時株主総会決議による新株予約権の状況は次

のとおりであります。 
  

平成16年３月30日定時株主総会決議 

(注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株であります。 

２ 以下の事由が生じた場合は、新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ調整するものとします。 

(ア)新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式によ

り調整されるものとします。ただし、かかる調整は、当該時点で新株予約権の割当てを受けた者が行使していない新株予

約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により0.01株に満たない端数が生ずる場合はこれを切り捨てるものと

します。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

(イ)当社が合併又は会社分割を行う等、新株予約権の目的たる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合

は、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとします。

  
中間会計期間末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数 1,070個 (注)１ 847個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,070株 (注)２ 847株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり356,650円 (注)３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成21年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   356,650円
資本組入額  178,325円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(ア)各新株予約権の一部行使
はできるものとする。 
(イ)新株予約権者は、権利行
使時においても、当社又は
重要な子会社の取締役、監
査役及び執行役員その他の
係長相当以上の従業員の地
位にあることを要する。た
だし、当社又は重要な子会
社の取締役、監査役及び執
行役員その他の係長相当以
上の従業員を任期満了によ
り、もしくは法令変更に伴
い退任した場合、又は定年
等その他正当な理由により
退職した場合は、なおその
後も権利を行使することが
できる。 
(ウ)新株予約権の質入・相続
その他の処分は認めない。 
(エ)その他の条件は、平成16
年３月30日開催の当社第２
期定時株主総会決議及び新
株予約権発行の当社取締役
会決議に基づき、当社と新
株予約権の割当てを受ける
者との間で締結した「新株
予約権割当契約」に定める
ところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の事前の承認を
要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 



３ 新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整するものとします。 

(ア)当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使、「商

法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡、「商法等の一

部を改正する法律」(平成13年法律第128号)附則第６条第１項の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く)は、次の算

式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。 

(イ)当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

(ウ)当社が合併又は会社分割を行う等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併又は会社分割

の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

  

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

 調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１

分割・併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

(注) 株式会社パイロットコーポレーションが所有している自己株式については、会社法第308条第２項の規定により議決権を有し

ておりません。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年６月30日 ― 46,814.56 ― 2,340 ― 10,005

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

高   洪 明 
(常任代理人 三菱UFJ証券株式
会社) 

30/5 4TH FLOOR RUAMRUDEE PENT HOUSE,
SOI RUAMRUDEE WIRELESS ROAD,  
BANGKOK, THAILAND 10330 
(千代田区丸の内二丁目４番１号) 

5,716 12.20

株式会社パイロットコーポレー
ション 

中央区京橋二丁目６番21号 2,397 5.12

株式会社三菱東京UFJ銀行 千代田区丸の内二丁目７番１号 1,718 3.67

みずほ信託退職給付信託みずほ
銀行口再信託受託者資産管理サ
ービス信託 

中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟 

1,602 3.42

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 
(三井アセット信託銀行再信託
分・CMTBエクイティインベスト
メンツ株式会社信託口) 

中央区晴海一丁目８番11号 1,540 3.28

パイロットグループ従業員持株
会 

中央区京橋二丁目６番21号 1,389 2.96

朝日生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

千代田区大手町二丁目６番１号(中央区
晴海一丁目８番12号 晴海アイランドト
リトンスクエアオフィスタワーZ棟) 

1,134 2.42

三菱UFJ信託銀行株式会社 千代田区丸の内一丁目４番５号 1,100 2.35

松竹株式会社 中央区築地四丁目１番１号 972 2.07

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

千代田区有楽町一丁目13番１号
(中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟) 

900 1.92

計 ― 18,470 39.41



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株(議決権２個)含まれております。 

２ 「端株」には当社所有の自己保有株式が0.96株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 2,397

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 43,768 43,768 同上 

端株 普通株式 649.56 ― 同上 

発行済株式総数 46,814.56 ― ― 

総株主の議決権 ― 43,768 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)           

㈱パイロット 
コーポレーション 

中央区京橋二丁目６番21号 2,397 ─ 2,397 5.12

計 ― 2,397 ─ 2,397 5.12



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 上記の最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 650,000 597,000 609,000 620,000 617,000 629,000

最低(円) 525,000 550,000 564,000 587,000 576,000 585,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  また、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書き

により、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

  ただし、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関す

る内閣府令等の一部を改正する内閣府令」(平成18年４月26日 内閣府令第56号)附則第２項により、改正前の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  また、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  ただし、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」(平成18年４月26日 内閣府令第56号)附則第２項により、改正前の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年１月１日

から平成18年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、アーク監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    4,806 5,495   4,472 

２ 受取手形及び売掛金 ※4,5  18,077 18,288   17,838 

３ 棚卸資産    17,047 17,692   17,764 

４ 繰延税金資産    2,480 3,171   2,856 

５ その他    1,499 2,021   2,319 

貸倒引当金    △201 △382   △373 

流動資産合計    43,710 55.8 46,286 56.4   44,878 55.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び構築物 ※２  7,904 7,945   7,916 

(2) 機械装置 
  及び運搬具 ※２  4,763 4,414   4,601 

(3) 工具、器具 
  及び備品 ※２  1,516 ─   ─ 

(4) 土地 ※２  7,877 7,285   7,755 

(5) 建設仮勘定    431 ─   ─ 

(6) その他 ※２  ─ 2,503   2,182 

有形固定資産合計    22,492 28.7 22,148 27.0   22,455 27.6

２ 無形固定資産          

(1) 借地権    4,796 4,595   4,796 

(2) その他    342 271   259 

無形固定資産合計    5,139 6.6 4,867 5.9   5,056 6.2

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２  6,414 7,723   8,091 

(2) 繰延税金資産    ─ 355   194 

(3) その他    653 799   656 

貸倒引当金    △55 △69   △65 

投資その他の 
資産合計    7,012 9.0 8,808 10.7   8,876 10.9

固定資産合計    34,643 44.2 35,823 43.6   36,387 44.8

Ⅲ 繰延資産          

１ 創立費    4 1   3 

２ 社債発行費    3 ─   ─ 

繰延資産合計    8 0.0 1 0.0   3 0.0

資産合計    78,361 100.0 82,111 100.0   81,269 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    13,126 14,157   13,483 

２ 短期借入金 ※２  9,132 10,937   9,890 

３ 一年以内返済予定 
  長期借入金 ※２  4,776 3,877   3,957 

４ 一年以内償還予定 
  社債 ※２  2,100 100   100 

５ 未払法人税等    668 910   971 

６ 繰延税金負債    ─ 6   15 

７ 未払費用    3,027 2,587   2,685 

８ 賞与引当金    548 540   549 

９ 役員賞与引当金    ― 14   ― 

10 その他    1,116 1,134   1,336 

流動負債合計    34,497 44.0 34,266 41.7   32,990 40.6

Ⅱ 固定負債          

１ 社債 ※２  1,300 1,200   1,250 

２ 長期借入金 ※２  12,929 13,510   13,690 

３ 繰延税金負債    516 1,317   1,430 

４ 退職給付引当金    1,403 1,337   1,407 

５ 役員退職慰労引当金    228 225   253 

６ 連結調整勘定    1,988 ―   1,935 

７ 負ののれん    ― 1,873   ― 

８ その他    287 425   387 

固定負債合計    18,653 23.8 19,889 24.2   20,355 25.1

負債合計    53,151 67.8 54,156 66.0   53,345 65.6

           

(少数株主持分)          

少数株主持分    656 0.8 ― ―   668 0.8

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    2,340 3.0 ― ―   2,340 2.9

Ⅱ 資本剰余金    7,749 9.9 ― ―   7,868 9.7

Ⅲ 利益剰余金    15,133 19.3 ― ―   15,552 19.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,319 1.7 ― ―   2,303 2.8

Ⅴ 為替換算調整勘定    △1,551 △2.0 ― ―   △558 △0.7

Ⅵ 自己株式    △437 △0.6 ― ―   △251 △0.3

資本合計    24,554 31.3 ― ―   27,255 33.5

負債、少数株主 
持分及び資本合計    78,361 100.0 ― ―   81,269 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 2,340 2.9   ― ―

２ 資本剰余金    ― ― 7,868 9.6   ― ―

３ 利益剰余金    ― ― 16,081 19.6   ― ―

４ 自己株式    ― ― △256 △0.3   ― ―

株主資本合計    ― ― 26,033 31.7   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 1,936 2.4   ― ―

２ 繰延ヘッジ損益    ― ― △1 △0.0   ― ―

３ 為替換算調整勘定    ― ― △700 △0.9   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 1,233 1.5   ― ―

Ⅲ 少数株主持分    ― ― 688 0.8   ― ―

純資産合計    ― ― 27,955 34.1   ― ―

負債純資産合計    ― ― 82,111 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    36,979 100.0 39,887 100.0   74,467 100.0

Ⅱ 売上原価    21,334 57.7 22,787 57.1   43,515 58.4

売上総利益    15,644 42.3 17,100 42.9   30,952 41.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  13,256 35.9 14,042 35.2   26,833 36.0

営業利益    2,388 6.5 3,058 7.7   4,118 5.5

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   80   115 121   

２ 受取配当金   42   53 99   

３ 連結調整勘定償却額   52   ─ 105   

４ 負ののれん償却額   ─   61 ─   

５ 販売報奨金   42   ─ ─   

６ その他   92 311 0.8 150 381 1.0 236 563 0.8

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   303   310 565   

２ 退職給付会計基準 
  変更時差異償却額   288   288 577   

３ 棚卸資産廃棄評価損   378   338 430   

４ 為替差損   405   82 294   

５ その他   124 1,500 4.1 206 1,227 3.1 350 2,219 3.0

経常利益    1,199 3.2 2,212 5.6   2,462 3.3

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ ―   14 10   

２ 投資有価証券売却益   1   ― 213   

３ その他   ― 1 0.0 ― 14 0.0 7 230 0.3

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※３ 65   1 79   

２ 固定資産除却損 ※４ 58   51 107   

３ 投資有価証券評価損   ―   ― 0   

４ 関係会社株式評価損   ―   29 ―   

５ 関係会社整理損 ※５ ―   62 ―   

６ 減損損失 ※６ ―   689 170   

７ その他   0 124 0.3 4 838 2.1 9 366 0.5

税金等調整前中間 
(当期)純利益    1,076 2.9 1,389 3.5   2,327 3.1

法人税、住民税及び 
事業税   642   1,014 1,656   

法人税等調整額   △53 589 1.6 △364 650 1.6 △334 1,322 1.8

少数株主利益    20 0.1 41 0.1   10 0.0

中間(当期)純利益    466 1.3 697 1.8   994 1.3

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 7,680 7,680

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益 68 68 188 188

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

7,749 7,868

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 14,817 14,817

Ⅱ 利益剰余金増加高  

中間(当期)純利益 466 466 994 994

Ⅲ 利益剰余金減少高  

   配当金 108 218  

役員賞与 
(うち監査役賞与) 

41
(1)

150
41
(1)

259

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

15,133 15,552

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 2,340 7,868 15,552 △251 25,510

中間連結会計期間中の変動額     

 剰余金の配当   △155   △155

 役員賞与の支給   △40   △40

 中間純利益   697   697

 連結子会社の増加   27   27

 自己株式の取得   △5 △5

 自己株式の処分   0 0 0

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ─ 0 528 △5 523

平成18年６月30日残高(百万円) 2,340 7,868 16,081 △256 26,033

  
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 2,303 ─ △558 1,744 668 27,923

中間連結会計期間中の変動額     

 剰余金の配当   ─   △155

 役員賞与の支給   ─   △40

 中間純利益   ─   697

 連結子会社の増加   ─   27

 自己株式の取得   ─   △5

 自己株式の処分   ─   0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △366 △1 △142 △511 19 △491

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △366 △1 △142 △511 19 31

平成18年６月30日残高(百万円) 1,936 △1 △700 1,233 688 27,955



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

 1,076 1,389 2,327

２ 減価償却費  1,166 1,447 2,450

３ 減損損失  ─ 689 170

４ 連結調整勘定償却額  △52 ─ △105

５ のれん償却額  ─ 5 ─

６ 負ののれん償却額  ─ △61 ─

７ 役員賞与引当金の増加  ─ 14 ─

８ 貸倒引当金の増減額  △37 17 126

９ 退職給付引当金の増減額  68 △70 73

10 受取利息及び受取配当金  △123 △169 △221

11 支払利息  303 310 565

12 固定資産売却益  ― △14 △10

13 固定資産売却損  65 1 79

14 固定資産除却損  58 51 107

15 投資有価証券売却益  △1 ─ △213

16 投資有価証券評価損  ― ─ 0

17 関係会社株式評価損  ― 29 ─

18 関係会社整理損  ― 62 ―

19 棚卸資産評価損  378 272 136

20 売上債権の増減額  539 △333 1,232

21 棚卸資産の増加額  △549 △188 △539

22 仕入債務の増加額  770 540 1,029

23 その他  817 △291 △7

小計  4,478 3,701 7,201

24 利息及び配当金の受取額  123 154 221

25 利息の支払額  △303 △296 △565

26 法人税等の支払額  △660 △1,397 △1,297

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,638 2,160 5,559

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △1,084 △1,460 △2,788

２ 有形固定資産 
の売却による収入 

 9 526 116

３ 無形固定資産 
の取得による支出 

 △51 △1 △34

４ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △135 △481 △434

５ 投資有価証券 
の売却による収入 

 4 374 379

６ 貸付金の実行による支出  ─ ─ △2

７ 貸付金の回収による収入  ― 1 2

８ その他  190 ─ 325

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,067 △1,042 △2,436



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額  △1,157 1,003 △579

２ 長期借入れによる収入  2,021 1,727 4,865

３ 長期借入金の返済 
による支出 

 △2,149 △2,017 △5,083

４ 社債の償還による支出  △50 △50 △2,100

５ 自己株式の売却による収入  213 0 524

６ 自己株式の取得による支出  △5 △5 △12

７ 配当金の支払額  △108 △155 △218

８ 少数株主への配当金 
の支払額 

 △12 △12 △22

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,248 489 △2,625

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △61 13 △177

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加額 

 1,261 1,621 320

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 3,107 3,427 3,107

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額 

 ─ 75 ─

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,369 5,125 3,427

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社……13社 

   主要な連結子会社の名称 

    パイロットインキ㈱ 

    パイロットプレシジョン㈱ 

    パイロット・コーポレーシ

ョン・オブ・アメリカ 

    パイロット・コーポレーシ

ョン・オブ・ヨーロッパ・

エス・アー 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社……14社 

   主要な連結子会社の名称 

同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社……13社 

   主要な連結子会社の名称 

同左 

    前連結会計年度において非連

結子会社であったパイロット・

ペン(スウェーデン)は、重要性

が増したことにより当中間連結

会計期間より連結の範囲に含め

ております。 

  

 (2) 非連結子会社……８社 

  非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外して

おります。 

 (2) 非連結子会社……８社 

  主要な非連結子会社の名称等 

   パイロット・ペン(中東) 

  非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外して

おります。 

 (2) 非連結子会社……８社 

  主要な非連結子会社の名称等 

   パイロット・ペン(スウェ

ーデン) 

  非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外してお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法適用非連結子会社 

        ……なし 

  持分法適用関連会社 

        ……なし 

   持分法を適用していない非連

結子会社８社及び関連会社５社

は、それぞれ中間純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法適用非連結子会社 

        ……なし 

  持分法適用関連会社 

        ……なし 

   持分法を適用していない非連

結子会社８社及び関連会社５社

は、それぞれ中間純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法適用非連結子会社 

        ……なし 

  持分法適用関連会社 

        ……なし 

   持分法を適用していない非連

結子会社８社及び関連会社５社

は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度に関する

事項 

  連結決算日と一致しておりま

す。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定しております。) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価

法 

     時価のないもの 

同左 

     時価のないもの 

同左 

  ② 棚卸資産 

    原則として移動平均法によ

る原価法により評価している

が、一部の在外連結子会社は

低価法により評価しておりま

す。 

  ② 棚卸資産 

同左 

  ② 棚卸資産 

同左 

  ③ デリバティブ 

     時価法 

  ③ デリバティブ 

同左 

  ③ デリバティブ 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法 

  ① 有形固定資産 

     定率法 

    なお、当社及び国内連結子

会社の耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

    ただし、平成10年４月１日

以降取得建物(建物附属設備

を除く)については定額法。 

    また、在外連結子会社につ

いては、主として定額法によ

っております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法 

  ① 有形固定資産 

    当社及び国内連結子会社の

耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。 

    ただし、平成10年４月１日

以降取得建物(建物附属設備

を除く)については定額法。 

    また、在外連結子会社につ

いては、主として定額法によ

っております。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び
構築物 

25年～50年

機械装置及び
運搬具 

４年～10年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

     定額法 

    ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっており

ます。 

  ② 無形固定資産 

同左 

     

  ② 無形固定資産 

同左 

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

  ① 創立費 

    ５年間の均等償却 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   創立費 

    ５年間の均等償却 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

  ① 創立費 

    ５年間の均等償却 

  ② 社債発行費 

    ３年間の均等償却 

    ② 社債発行費 

    ３年間の均等償却 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に債権の回収可能性

を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員に支給する賞与の支

出に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

  ② 賞与引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

同左 

  ③   ──────   ③ 役員賞与引当金 

    役員に支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

   (会計方針の変更) 

    当中間連結会計期間より、

役員賞与に関する会計基準

(「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号

平成17年11月29日))を適用し

ております。これにより販売

費及び一般管理費が14百万円

増加し、経常利益及び税金等

調整前中間純利益がそれぞれ

同額減少しております。な

お、この変更がセグメント情

報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

  ③   ────── 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

    会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費

用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)によ

る按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度より費用処理し

ております。 

  ④ 退職給付引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

    会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費

用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)によ

る按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度より費用処理し

ております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく中間連

結会計期間末要支給額を計上

しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく連結会

計年度末要支給額を計上して

おります。 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産、負債、収

益及び費用は、中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、為替差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の

部における少数株主持分及び為

替換算調整勘定に含めておりま

す。 

  (追加情報) 

   従来、在外子会社等の財務諸

表項目のうち収益及び費用につ

いて、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算する方法によっ

ておりましたが、前連結会計年

度の下期において期中平均相場

により換算する方法に変更して

おります。 

   なお、前中間連結会計期間は

変更後の方法によった場合と比

較して、売上高は269百万円、

営業利益は132百万円、経常利

益は29百万円、税金等調整前中

間純利益は28百万円、それぞれ

増加しております。 

   なお、セグメントに与える影

響は、当該箇所に記載しており

ます。 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、為替差額は損益として

処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

  (会計方針の変更) 

   当連結会計年度より、在外子

会社等の財務諸表項目のうち収

益及び費用について、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

する方法から、期中平均相場に

より換算する方法に変更してお

ります。この変更は、期中を通

じて発生する収益及び費用の各

項目を従来の方法により換算し

た場合、下期において直物為替

相場が大幅に円安となり、経営

成績を正しく反映しないことと

なったため、これを回避し、よ

り実情に即して適正に表示する

ために行なったものでありま

す。 

   この変更により、従来の方法

によった場合と比較して、売上

高は1,925百万円、営業利益は

1,123百万円、経常利益は136百

万円、税金等調整前当期純利益

は124百万円、それぞれ減少し

ております。 

   当中間連結会計期間はこの変

更により、従来の方法によった

場合と比較して、売上高は269

百万円、営業利益は132百万

円、経常利益は29百万円、税金

等調整前当期純利益は28百万

円、それぞれ減少しておりま

す。 

   なお、セグメントに与える影

響は、当該箇所に記載しており

ます。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

    なお、金利スワップの特例

処理の要件を満たすものにつ

いては、特例処理を適用して

おります。 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

    …デリバティブ取引(為替

予約取引、通貨オプショ

ン取引、金利スワップ取

引及びコモディティスワ

ップ取引) 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

    …デリバティブ取引(為替

予約取引、通貨オプショ

ン取引及び金利スワップ

取引) 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

同左 

   ・ヘッジ対象 

    …主として、外貨建債権に

係る変動リスク、資金の

調達に係る金利変動リス

ク及び貴金属の価格変動

リスク 

   ・ヘッジ対象 

    …主として、外貨建債権に

係る変動リスク及び資金

の調達に係る金利変動リ

スク 

   ・ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

    将来の為替変動リスク及び

金利変動リスクを回避し、コ

ストを安定させることを目的

としてデリバティブ取引を行

っております。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    決算日及び中間決算日にお

いて、ヘッジ手段の時価の変

動の累計とヘッジ対象の時価

の変動の累計を比較すること

により、有効性の評価を行っ

ております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 



  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によっておりま

す。 

 (8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

 (8) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

       在外子会社での減損会計適用

について 

    パイロット・ペン(シンガ

ポール)リミテッドにつき

まして、現地の会計基準に

より、当期から減損会計が

適用となっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金そして価

値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ケ月以内

に期限の到来する短期投資からな

っております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)を適用し

ております。これにより、税金等

調整前中間純利益は689百万円減少

しております。なお、この変更が

セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。ま

た、減損損失累計額については、

当該資産の金額から直接控除して

おります。 

  

―――――― 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月

９日)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は27,269百万円であり

ます。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における

中間連結財務諸表は、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

  

―――――― 

―――――― (自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当中間連結会計期間から、改正後

の「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準」(企業会計

基準委員会最終改正平成17年12月

27日 企業会計基準第１号)及び

「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 最終改正平

成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第２号)を適用しておりま

す。 

なお、これによる損益に与える影

響はありません。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における

中間連結財務諸表は、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

―――――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

(中間連結損益計算書) 

 「販売報奨金」は、前中間連結会計期間まで営業外収

益の「その他」に含めて表示していましたが、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「販売報奨金」の

金額は38百万円であります。 

(中間連結貸借対照表) 

 前中間連結期間まで区分掲記しておりました「工具、

器具及び備品」(当中間連結会計期間末1,892百万円)

は、明瞭性の観点から、「その他」に含めて表示するこ

とに変更いたしました。また「建設仮勘定」(当中間連

結会計期間末610百万円)は、当中間連結会計期間末にお

いて資産の総額の100分の１以下であるため、明瞭性の

観点から、「その他」に含めて表示することに変更いた

しました。 

  

(中間連結損益計算書) 

 「販売報奨金」は、前中間連結会計期間まで営業外収

益において区分掲記しておりましたが、営業外収益の総

額の100分の10以下であるため、「その他」に含めて表

示しております。なお、当中間連結会計期間における

「販売報奨金」の金額は12百万円であります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

37,890百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

39,045百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

38,767百万円 

※２ 担保に供している資産の額 

  上記に対する債務 

建物及び構築物 2,791百万円

機械装置 
及び運搬具 

17 

工具、器具 
及び備品 

0 

土地 3,139 

投資有価証券 276 

計 6,225 

短期借入金 2,970百万円

一年以内 
返済予定 
長期借入金 

3,633 

一年以内 
償還予定社債 

2,000 

長期借入金 10,898 

計 19,501 

※２ 担保に供している資産の額 

  上記に対する債務 

建物及び構築物 2,737百万円

機械装置
及び運搬具 

16

有形固定資産
「その他」 
(工具、器具 
及び備品) 

0

土地 2,980 

計 5,735 

短期借入金 3,000百万円

一年以内
返済予定 
長期借入金 

2,858

長期借入金 12,218 

計 18,076 

※２ 担保に供している資産の額 

  上記に対する債務 

建物及び構築物 2,763百万円

機械装置
及び運搬具 

16 

有形固定資産 
「その他」 
(工具、器具 
及び備品) 

0 

土地 3,150 

計 5,932 

短期借入金 4,270百万円

一年以内
返済予定 
長期借入金 

2,829 

長期借入金 12,104 

計 19,204 

 ３     ―― 

  

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対する保証

債務は230百万円でありま

す。 

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対する保証

債務は236百万円でありま

す。 

※４ 受取手形割引高 319百万円 ※４ 受取手形割引高 281百万円 ※４ 受取手形割引高 589百万円

※５     ―― ※５     ―― ※５ 期末日満期手形の会計処理 

   期末日満期手形は、手形交換

日をもって決済処理しており

ます。 

   従って当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次のとおり期末日満期手

形が含まれております。 

    受取手形 88百万円

６ 特定融資枠契約(コミットメ

ントライン)及び当座貸越契

約 

   運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と特

定融資枠契約及び当座貸越契

約を締結しております。 

特定融資 
枠契約及び当
座貸越極度額
の総額 

10,800百万円

借入実行残高 1,550 

未実行残高 9,250 

６ 特定融資枠契約(コミットメ

ントライン)及び当座貸越契

約 

   運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と特

定融資枠契約及び当座貸越契

約を締結しております。 

特定融資
枠契約及び当
座貸越極度額
の総額 

19,288百万円

借入実行残高 8,053 

未実行残高 11,234 

６ 当座貸越契約 

   運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当

座貸越契約を締結しておりま

す。 

当座貸越極度額 9,200百万円

借入実行残高 3,350 

期末未実行残高 5,850 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

 広告宣伝費 2,307百万円

 運賃荷造費 1,290 

 給料手当 3,324 

 賞与 457 

 賞与引当金 
 繰入額 

212 

 減価償却費 403 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

 広告宣伝費 2,397百万円

 運賃荷造費 1,369

 給料手当 3,421

 退職給付費用 208

 賞与 477

 賞与引当金
 繰入額 

204

 役員賞与
 引当金繰入額

14

 貸倒引当金
 繰入額 

36

 減価償却費 384

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

広告宣伝費 4,537百万円

運賃荷造費 2,559 

給料手当 6,658 

賞与 1,071 

退職給付費用 497 

賞与引当金 
 繰入額 

305 

貸倒引当金 
 繰入額 

42 

減価償却費 815 

※２     ―― 

  

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び
構築物 

0百万円

機械装置
及び運搬具 

14

有形固定資産
「その他」 
(工具、器具 
及び備品) 

0

計 14

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び
構築物 

10百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

 土地売却損 65百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

機械装置
及び運搬具 

0百万円

有形固定資産
「その他」 
(工具、器具 
及び備品) 

0

計 1

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

土地売却損 79百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び 
構築物 

58百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び
構築物 

2百万円

機械装置
及び運搬具 

36

有形固定資産
「その他」 
(工具、器具 
及び備品) 

12

計 51

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び
構築物 

54百万円

機械装置
及び運搬具 

40 

有形固定資産 
「その他」 
(工具、器具 
及び備品) 

12 

計 107 

※５     ―― 

  

※５ 関係会社整理損は非連結子会

社１社の清算に伴うものであ

ります。 

※５     ―― 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※６     ―― ※６ 減損損失の内訳は次のとおり

であります。 

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上しております。 

 (減損損失の種類別内訳) 

 当社グループは、事業用資産につ

いては主として管理会計上の区分

に基づいてグルーピングを行い、

賃貸用資産及び遊休資産等につい

ては個別に資産のグルーピングを

行っております。 

 営業損益が継続してマイナスで、

当該資産グループの固定資産簿価

を全額回収できる可能性が低いと

判断した資産グループについて、

帳簿価額を回収可能価額まで減額

しております。 

 遊休資産である土地等は、処分予

定があり、かつ地価の下落に伴い

帳簿価額に対し時価が著しく下落

した資産であることから、回収可

能価額まで減額しております。 

 なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額と使用価値の

うち、いずれか高い方の金額で測

定しており正味売却価額について

は不動産鑑定士による鑑定評価を

基準としており、使用価値につい

ては将来キャッシュフロー見積額

を5.0％で割り引いて算定してお

ります。 

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

東京都 
八王子市 遊休資産

土地及び
借地権等

349

福岡県 
福岡市他 支社

建物及び
土地等 205

神奈川県 
平塚市 生産設備

機械装置
等 135

合計   689

建物及び構築物 13百万円

機械装置 60

土地 337

無形固定資産 201

リース資産 68

その他 7

※６ パイロット・ペン(シンガポ

ール)リミテッドの本社土

地・建物(シンガポール国)に

ついて減損損失170百万円を

計上しております。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

  

２ 自己株式に関する事項 

  

  
(変動事由の概要) 

増加は端株の買取請求による取得であります。 

減少は端株の買増請求による売却であります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 46,814.56 ─ ─ 46,814.56

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 2,388.48 9.55 0.07 2,397.96

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 155 3,500 平成17年12月31日 平成18年３月31日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年８月18日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 133 3,000 平成18年６月30日 平成18年９月19日

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,806百万円

３ヶ月超定期預金 △437 

現金及び 
現金同等物 

4,369 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 5,495百万円

３ヶ月超定期預金 △369

現金及び 
現金同等物 

5,125

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,472百万円

３ヶ月超定期預金 △1,044 

現金及び
現金同等物 

3,427 



(リース取引関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

  

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

959 467 491

工具、 
器具 
及び備品 

316 156 160

合計 1,275 623 652

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

938 547 68 322

工具、 
器具 
及び備品 

369 210 ─ 158

合計 1,308 758 68 481

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
  

(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

928 491 436 

工具、
器具 
及び備品 

296 178 117 

合計 1,224 670 554 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  

１年内 226百万円

１年超 426 

合計 652 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

１年内 279百万円

１年超 202

合計 481

リース資産減損勘定
の残高 

52

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

  

１年内 234百万円

１年超 319 

合計 554 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  

支払リース料 180百万円

減価償却費相当額 180 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 130百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

15

減価償却費相当額 130

減損損失 68

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  

支払リース料 228百万円

減価償却費相当額 228 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額の算定は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 (注)    同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額の

算定は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

よっております。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理は行っておりません。 

なお、当該株式の減損処理にあたっては、下記の基準により減損処理を行っております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行っております。 

② 50％未満30％以上下落した場合のものについては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳簿

価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種

財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い総合的に判断し、回復可能性のないものについて減損処理を行っ

ております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  その他有価証券 

  

  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 3,335 5,551 2,215

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 863



当中間連結会計期間末(平成18年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理は行っておりません。 

なお、当該株式の減損処理にあたっては、下記の基準により減損処理を行っております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行っております。 

② 50％未満30％以上下落した場合のものについては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳簿

価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種

財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い総合的に判断し、回復可能性のないものについて減損処理を行っ

ております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  その他有価証券 

  

  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 3,620 6,881 3,260

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 841



前連結会計年度末(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 前連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて20万円減損処理を行っております。なお、当該株式の

減損処理にあたっては、下記の基準により減損処理を行っております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行っております。 

② 50％未満30％以上下落した場合のものについては、個別銘柄毎に、前連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格

との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務

比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い総合的に判断し、回復可能性のないものについて減損処理を行ってお

ります。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(平成17年１月１日～平成17年６月30日) 

為替予約取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引及びコモディティスワップ取引に関する注記は、ヘッ

ジ会計を適用しているため省略しております。 

  

当中間連結会計期間(平成18年１月１日～平成18年６月30日) 

ヘッジ会計を適用しているためデリバティブ取引に関する注記を省略しております。 

  

前連結会計年度(平成17年１月１日～平成17年12月31日) 

ヘッジ会計を適用しているためデリバティブ取引に関する注記を省略しております。 

  

前へ     

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 3,251 7,126 3,876

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 965



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成17年１月１日～平成17年６月30日) 

事業の種類として「スティショナリー用品」及び「その他」に区分しているが、当中間連結会計期間について

は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「スティショナリー用品」の割合がいずれも90％を

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(平成18年１月１日～平成18年６月30日) 

事業の種類として「スティショナリー用品」及び「その他」に区分しているが、当中間連結会計期間について

は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「スティショナリー用品」の割合がいずれも90％を

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(平成17年１月１日～平成17年12月31日) 

事業の種類として「スティショナリー用品」及び「その他」に区分しているが、当連結会計年度については、全

セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「スティショナリー用品」の割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。

これにより当中間連結会計期間の営業費用は、「日本」が16百万円減少し、営業利益が同額増加しております。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用しております。 

これにより当中間連結会計期間の営業費用は、「日本」が14百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

日本 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

18,651 9,143 7,096 2,088 36,979 ― 36,979

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

9,488 ― 1 ― 9,489 (9,489) ―

計 28,139 9,143 7,097 2,088 46,469 (9,489) 36,979

営業費用 26,828 8,373 6,761 1,864 43,827 (9,236) 34,591

営業利益 1,310 770 335 224 2,641 (253) 2,388

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

日本 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

18,649 10,999 8,101 2,137 39,887 ─ 39,887

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

11,094 ─ 4 0 11,099 (11,099) ─

計 29,744 10,999 8,105 2,137 50,987 (11,099) 39,887

営業費用 27,542 10,367 7,795 1,930 47,636 (10,806) 36,829

営業利益 2,201 631 310 207 3,350 (292) 3,058



５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４会計処理基準に関する事項 (5)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準に記載のとおり、前下期において、在外子会社等の財務諸表項目のうち収益および費用につい

て、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算する方法から、期中平均相場により換算する方法に変更しております。

これに伴い、前中間連結会計期間においては従来の方法によった場合に比べ、「米州」について、外部顧客に対する売上

高は354百万円、営業費用は167百万円、営業利益は187百万円それぞれ減少しております。「欧州」について、外部顧客

に対する売上高は127百万円、営業費用は46百万円、営業利益は81百万円それぞれ増加しております。「その他の地域」

について、外部顧客に対する売上高は41百万円、営業費用は15百万円、営業利益は26百万円それぞれ減少しております。

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４会計処理基準に関する事項 (5)連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の作成にあたって採用した重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準に記載のと

おり、当連結会計年度より、在外子会社等の財務諸表項目のうち収益および費用について、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算する方法から、期中平均相場により換算する方法に変更しております。これに伴い、従来の方法によった

場合に比べ、「米州」について、外部顧客に対する売上高は1,394百万円、営業費用は626百万円、営業利益は768百万円

少なく計上されております。「欧州」について、外部顧客に対する売上高は273百万円、営業費用は113百万円、営業利益

は160百万円少なく計上されております。「その他の地域」について、外部顧客に対する売上高は257百万円、営業費用は

62百万円、営業利益は195百万円少なく計上されております。 

当中間連結会計期間は、この変更により従来の方法によった場合に比べ、「米州」について、外部顧客に対する売上高は

354百万円、営業費用は167百万円、営業利益は187百万円それぞれ減少しております。 

「欧州」について、外部顧客に対する売上高は127百万円、営業費用は46百万円、営業利益は81百万円それぞれ増加して

おります。「その他の地域」について、外部顧客に対する売上高は41百万円、営業費用は15百万円、営業利益は26百万円

それぞれ減少しております。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

日本 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

38,659 18,472 13,201 4,133 74,467 ─ 74,467

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

19,118 ─ 2 ─ 19,121 (19,121) ─

計 57,777 18,472 13,204 4,133 93,588 (19,121) 74,467

営業費用 55,147 17,247 12,834 3,724 88,952 (18,603) 70,349

営業利益 2,630 1,225 370 409 4,635 (517) 4,118



【海外売上高】 
  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  
  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４会計処理基準に関する事項 (5)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準に記載のとおり、前下期より、在外子会社等の財務諸表項目のうち収益および費用について、

中間決算日の直物為替相場により円貨に換算する方法から、期中平均相場により換算する方法に変更しております。これ

に伴い、前中間連結会計期間においては従来の方法によった場合に比べ、「米州」における売上高は354百万円減少して

おります。「欧州」における売上高は127百万円増加しております。「その他の地域」における売上高は41百万円減少し

ております。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

米州 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 10,173 7,245 4,300 21,720

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 36,979

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

27.5 19.6 11.6 58.7

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

米州 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,632 8,439 4,686 24,758

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ ─ 39,887

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

29.2 21.2 11.8 62.1



  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４会計処理基準に関する事項 (5)連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の作成にあたって採用した重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準に記載のと

おり、当連結会計年度より、在外子会社等の財務諸表項目のうち収益および費用について、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算する方法から、期中平均相場により換算する方法に変更しております。これに伴い、従来の方法によった

場合に比べ、「米州」における売上高は1,394百万円、「欧州」における売上高は273百万円、「その他の地域」における

売上高は257百万円それぞれ少なく計上されております。 

当中間連結会計期間は、この変更により従来の方法によった場合に比べ、「米州」における売上高は354百万円減少して

おります。「欧州」における売上高は127百万円増加しております。「その他の地域」における売上高は41百万円減少し

ております。 

  

(ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付関係) 

該当事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション関係) 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

米州 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 20,812 13,773 8,623 43,209

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 74,467

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

28.0 18.5 11.6 58.0



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 559,527円12銭 613,899円47銭 613,496円85銭 

１株当たり中間(当期)純利益 10,718円56銭 15,690円91銭 21,753円10銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

ストックオプション(新株

予約権)を付与しておりま

すが、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しない

ため、記載を省略しており

ます。 

同左 同左 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 466 697 994 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 42 

(うち利益処分による役員 
賞与金) 

(―) (―) (42) 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(百万円) 

466 697 952 

普通株式の期中平均株式数 

(株) 
43,568 44,420 43,773 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

平成16年３月30日定時株

主総会決議 

ストックオプション(新株

予約権) 

 新株予約権の数 

1,070個 

平成16年３月30日定時株

主総会決議 

ストックオプション(新株

予約権) 

 新株予約権の数 

1,070個 

平成16年３月30日定時株

主総会決議 

ストックオプション(新株

予約権) 

 新株予約権の数 

1,070個 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    1,059 889   558 

２ 受取手形 ※４, 
５  2,931 2,180   1,997 

３ 売掛金    10,418 10,118   11,159 

４ 棚卸資産    6,777 7,258   6,848 

５ その他    1,407 1,664   1,658 

貸倒引当金    △49 △53   △61 

流動資産合計    22,545 38.4 22,058 37.5   22,160 37.4

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１, 
２        

 (1) 建物    3,292 3,492   3,243 

 (2) 機械及び装置    2,379 2,114   2,181 

 (3) 土地    3,860 3,556   3,893 

 (4) その他    1,202 1,279   1,294 

有形固定資産合計    10,735 18.3 10,442 17.7   10,613 17.9

２ 無形固定資産          

 (1) 借地権    4,796 4,595   4,796 

 (2) その他    117 99   82 

無形固定資産合計    4,914 8.4 4,695 8.0   4,878 8.2

３ 投資その他の資産 ※２        

 (1) 投資有価証券    3,900 5,127   4,915 

 (2) 関係会社株式    15,918 15,932   15,937 

 (3) その他    739 853   938 

貸倒引当金    △12 △247   △247 

投資その他の 
資産合計    20,545 35.0 21,666 36.8   21,543 36.4

固定資産合計    36,195 61.6 36,803 62.5   37,035 62.6

Ⅲ 繰延資産          

１ 創立費    4 1   3 

２ 社債発行費    3 ─   ─ 

繰延資産合計    8 0.0 1 0.0   3 0.0

資産合計    58,748 100.0 58,863 100.0   59,199 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形    4,087 4,436   3,891 

２ 買掛金    9,694 10,561   10,015 

３ 短期借入金 ※２  2,550 2,450   3,350 

４ 一年以内返済予定 
  長期借入金 ※２  4,634 3,698   3,893 

５ 一年以内償還予定 
  社債 ※２  2,100 100   100 

６ 賞与引当金    185 191   177 

７ 役員賞与引当金    ― 8   ─ 

８ その他    1,665 1,731   1,719 

流動負債合計    24,916 42.4 23,178 39.4   23,146 39.1

Ⅱ 固定負債          

１ 社債 ※２  1,300 1,200   1,250 

２ 長期借入金 ※２  12,158 12,900   12,902 

３ 退職給付引当金    256 138   197 

４ 役員退職慰労引当金    41 47   51 

５ その他    609 959   1,037 

固定負債合計    14,365 24.5 15,246 25.9   15,438 26.1

負債合計    39,282 66.9 38,424 65.3   38,585 65.2

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    2,340 4.0 ― ―   2,340 4.0

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金    10,005 ―   10,005 

２ その他資本剰余金    1 ―   1 

資本剰余金合計    10,006 17.0 ― ―   10,007 16.9

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    315 ―   315 

２ 任意積立金    5,220 ―   5,220 

３ 中間(当期)未処分 
利益    745 ―   1,309 

利益剰余金合計    6,280 10.7 ― ―   6,844 11.6

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金    1,083 1.8 ― ―   1,673 2.8

Ⅴ 自己株式    △244 △0.4 ― ―   △251 △0.4

資本合計    19,466 33.1 ― ―   20,614 34.8

負債資本合計    58,748 100.0 ― ―   59,199 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 2,340 4.0   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   10,005 ―   

(2) その他資本剰余金   ―   1 ―   

資本剰余金合計    ― ― 10,007 17.0   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   315 ―   

(2) その他利益剰余金          

配当準備積立金   ―   240 ―   

別途積立金   ―   5,500 ―   

繰越利益剰余金   ―   773 ―   

利益剰余金合計    ― ― 6,828 11.6   ― ―

４ 自己株式    ― ― △256 △0.4   ― ―

株主資本合計    ― ― 18,919 32.1   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 1,521   ― 

２ 繰延ヘッジ損益    ― △1   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 1,519 2.6   ― ―

純資産合計    ― ― 20,439 34.7   ― ―

負債純資産合計    ― ― 58,863 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    25,654 100.0 26,744 100.0   51,689 100.0

Ⅱ 売上原価    18,683 72.8 19,091 71.4   37,362 72.3

売上(営業)総利益    6,970 27.2 7,653 28.6   14,326 27.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    6,675 26.0 6,534 24.4   13,176 25.5

営業利益    294 1.2 1,119 4.2   1,150 2.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  853 3.3 758 2.8   1,604 3.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  825 3.2 823 3.1   1,353 2.6

経常利益    323 1.3 1,053 3.9   1,401 2.7

Ⅵ 特別利益 ※３  1 0.0 0 0.0   213 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４, 
※６  110 0.4 689 2.6   381 0.7

税引前中間(当期) 
純利益    214 0.8 364 1.4   1,233 2.4

法人税、住民税 
及び事業税   61   450 420   

法人税等調整額   △39 21 0.1 △242 208 0.8 △55 365 0.7

中間(当期)純利益    192 0.8 155 0.6   867 1.7

前期繰越利益    552 ―   552 

中間配当額    ― ―   111 

中間(当期)未処分 
利益    745 ―   1,309 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計 

資本準備金 その他 
資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

配当準備
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日残高 
(百万円) 2,340 10,005 1 315 240 4,980 1,309 △251 18,941

中間会計期間中の変動額        

 剰余金の配当      △155   △155

 別途積立金の積立      520 △520   ─

 役員賞与の支給      △16   △16

 中間純利益      155   155

 自己株式の取得      △5 △5

 自己株式の処分     0 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)     0 520 △535 △5 △21

平成18年６月30日残高 
(百万円) 2,340 10,005 1 315 240 5,500 773 △256 18,919

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高 
(百万円) 1,673 ─ 1,673 20,614

中間会計期間中の変動額      

 剰余金の配当     ─ △155

 役員賞与の支給     ─ △16

 中間純利益     ─ 155

 自己株式の取得     ─ △5

 自己株式の処分     ─ 0

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) △152 △1 △154 △154

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △152 △1 △154 △175

平成18年６月30日残高 
(百万円) 1,521 △1 1,519 20,439



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ② その他有価証券 

   ・時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

    (評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定しております。) 

  ② その他有価証券 

   ・時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。) 

  ② その他有価証券 

   ・時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基

づく時価法 

    (評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定しております。) 

   ・時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

   ・時価のないもの 

同左 

   ・時価のないもの 

同左 

 (2) 棚卸資産 

   移動平均法による原価法 

 (2) 棚卸資産 

同左 

 (2) 棚卸資産 

同左 

 (3) デリバティブ 

   時価法 

 (3) デリバティブ 

同左 

 (3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法 

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法によ

っております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法 

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法によ

っております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 25年～50年

機械装置及び
運搬具 

４年～10年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法 

   ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 創立費 

   ５年間の均等償却 

３ 繰延資産の処理方法 

  創立費 

   ５年間の均等償却 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 創立費 

   ５年間の均等償却 

 (2) 社債発行費 

   ３年間の均等償却 

   (2) 社債発行費 

   ３年間の均等償却 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に債権の回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (3)    ────  (3) 役員賞与引当金 

   役員に支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

  (会計方針の変更) 

   当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日)を適用しております。こ

れにより販売費及び一般管理費

が８百万円増加し、経常利益及

び税引前中間純利益がそれぞれ

同額減少しております。 

 (3)    ──── 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

   会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理しております。 

   数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による按分額を

それぞれ発生の翌事業年度より

費用処理しております。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

   会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理しております。 

   数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による按分額を

それぞれ発生の翌事業年度より

費用処理しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しておりま

す。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、金利スワップの特

例処理の要件を満たすものにつ

いては、特例処理を適用してお

ります。 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

    …デリバティブ取引(為替

予約取引、通貨オプシ

ョン取引、金利スワッ

プ取引及びコモディテ

ィスワップ取引) 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

    …デリバティブ取引(為替

予約取引、通貨オプシ

ョン取引及び金利スワ

ップ取引) 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

同左 

   ・ヘッジ対象 

    …主として、外貨建債権

に係る変動リスク、資

金の調達に係る金利変

動リスク及び貴金属の

価格変動リスク 

   ・ヘッジ対象 

    …主として、外貨建債権

に係る変動リスク、資

金の調達に係る金利変

動リスク 

   ・ヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

   将来の為替変動リスク及び金

利変動リスクを回避し、コスト

を安定させることを目的として

デリバティブ取引を行っており

ます。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   決算日及び中間決算日におい

て、ヘッジ手段の時価の変動の

累計とヘッジ対象の時価の変動

の累計を比較することにより、

有効性の評価を行っておりま

す。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる事項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月30日)を適用しております。 

これにより、税引前中間純利益が

554百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

当該資産の金額から直接控除してお

ります。 

  

────── 

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は20,440百万円でありま

す。 

  

────── 

────── (自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当中間会計期間から、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会 最終改正平成17年12月27日 企

業会計基準第１号)及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 最終改正平成17年12月27日

企業会計基準適用指針第２号)を適

用しております。 

なお、これによる損益に与える影響

はありません。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

────── 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年６月30日) 

前事業年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

19,711百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

19,719百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

19,858百万円 

※２ 担保に供している資産の額 

  上記に対する債務 

建物 2,732百万円

機械及び装置 17 

土地 2,491 

その他有形 
固定資産 

6 

投資有価証券 276 

計 5,524 

短期借入金 1,550百万円

一年以内 
返済予定 
長期借入金 

3,578 

一年以内 
償還予定社債 

2,000 

長期借入金 10,578 

計 17,706 

※２ 担保に供している資産の額 

  上記に対する債務 

建物 2,682百万円

機械及び装置 16 

土地 2,300 

その他有形
固定資産 

6

計 5,005 

短期借入金 1,650百万円

一年以内
返済予定 
長期借入金 

2,858

長期借入金 11,897 

計 16,405 

※２ 担保に供している資産の額 

  上記に対する債務 

建物 2,706百万円

機械及び装置 16 

土地 2,491 

その他有形
固定資産 

5 

計 5,221 

短期借入金 2,850百万円

一年以内
返済予定 
長期借入金 

2,765 

長期借入金 11,823 

計 17,438 

 ３ 保証債務 

   下記の各社の金融機関からの

借入金に対する保証債務 

パイロット・ 
コーポレーシ 
ョン・オブ・ 
アメリカ 

3,429百万円

パイロット・ 
コーポレーシ 
ョン・オブ・ 
ヨーロッパ・ 
エス・アー 

3,542 

その他 ２件 256 

計 7,228 

 ３ 保証債務 

   下記の各社の金融機関からの

借入金に対する保証債務 

パイロット・
コーポレーシ 
ョン・オブ・ 
アメリカ 

1,900百万円

パイロット・
コーポレーシ 
ョン・オブ・ 
ヨーロッパ・ 
エス・アー 

2,148

その他 １件 230 

計 4,280 

 ３ 保証債務 

   下記の各社の銀行借入金に対

して次のとおり保証を行って

おります。 

パイロット・ 
コーポレーシ 
ョン・オブ・ 
アメリカ 

3,660百万円

パイロット・ 
コーポレーシ 
ョン・オブ・ 
ヨーロッパ・ 
エス・アー 

3,582 

パイロット・ 
ペン(ドイチェ 
ランド)ゲー・ 
エム・ベー・ 
ハー 

200 

その他 ２件 297 

計 7,740 

※４ 受取手形割引高 

360百万円 

※４ 受取手形割引高 

281百万円 

※４ 受取手形割引高 

589百万円 

※５    ――――― ※５    ――――― ※５ 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済

処理しております。 

   従って、当期末日が金融機関

の休日であったため、次のと

おり期末日満期手形が含まれ

ております。 

受取手形 86百万円



  

  

前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年６月30日) 

前事業年度末 
(平成17年12月31日) 

 ６ 特定融資枠契約(コミットメ

ントライン)及び当座貸越契

約 

   運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と特

定融資枠契約及び当座貸越契

約を締結しております。 

特定融資枠 
契約及び 
当座貸越 
極度額の総額 

10,800百万円

借入実行残高 1,550 

未実行残高 9,250 

 ６ 当座貸越契約 

   運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当

座貸越契約を締結しておりま

す。 

当座貸越
極度額の総額 

7,830百万円

借入実行残高 2,450 

未実行残高 5,380 

 ６ 当座貸越契約 

   運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当

座貸越契約を締結しておりま

す。 

当座貸越極度額 9,200百万円

借入実行残高 3,350 

期末未実行残高 5,850 

 ７ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

その他に含めて表示しており

ます。 

 ７ 消費税等の取扱い 

同左 

 ７    ――――― 



(中間損益計算書関係) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取配当金 455百万円

※１ 営業外収益の主要項目 
受取配当金 409百万円

※１ 営業外収益の主要項目 
受取配当金 885百万円

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 164百万円
退職給付会計 
基準変更時 
差異償却額 

250 

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 167百万円
退職給付会計 
基準変更時 
差異償却額 

250 

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 323百万円
退職給付会計 
基準変更時 
差異償却額 

501 

※３ 特別利益の主要項目 
投資有価証券 
売却益 

1百万円

※３ 特別利益の主要項目 
建物及び構築物
売却益 

0百万円

※３ 特別利益の主要項目 
投資有価証券 
売却益 

213百万円

※４ 特別損失の主要項目 
土地売却損 65百万円
建物除却損 45 

※４ 特別損失の主要項目 

   関係会社整理損は非連結子会
社１社の清算に伴うものであ
ります。 

減損損失 554百万円
関係会社整理損 62 

※４ 特別損失の主要項目 
関係会社貸倒 
引当金繰入額 

220百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 483百万円

無形固定資産 50 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 485百万円

無形固定資産 19 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,022百万円

無形固定資産 99 

 ６    ───── ※６ 減損損失 
   当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上して
おります。 

 (減損損失の種類別内訳) 

 当社は、事業用資産については主
として管理会計上の区分に基づい
てグルーピングを行い、賃貸用資
産及び遊休資産等については個別
に資産のグルーピングを行ってお
ります。 
 営業損益が継続してマイナスで、
当該資産グループの固定資産簿価
を全額回収できる可能性が低いと
判断した資産グループについて、
帳簿価額を回収可能価額まで減額
しております。 
 遊休資産である土地等は、処分予
定があり、かつ地価の下落に伴い
帳簿価額に対し時価が著しく下落
した資産であることから、回収可
能価額まで減額しております。 
 なお、当資産グループの回収可能
価額は正味売却価額と使用価値の
うち、いずれか高い方の金額で測
定しており正味売却価額について
は不動産鑑定士による鑑定評価を
基準としており、使用価値につい
ては将来キャッシュフロー見積額
を5.0％で割り引いて算定してお
ります。 

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

東京都 
八王子市 遊休資産

土地及び
借地権等

349

福岡県 
福岡市他 支社

建物及び
土地等 205

合計   554

建物及び構築物 13百万円
土地 337 
無形固定資産 201 
その他 2 

 ６    ───── 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

自己株式に関する事項 

  

  
(変動事由の概要) 

増加は端株の買取請求による取得であります。 

減少は端株の買増請求による売却であります。 

  

(リース取引関係) 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 2,388.48 9.55 0.07 2,397.96

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具、器具 
及び備品 139 62 76

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具、器具 
及び備品 139 90 48

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
  

(百万円) 

工具、器具
及び備品 139 76 62

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 27百万円

１年超 48 

合計 76 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 27百万円

１年超 20

合計 48

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 27百万円

１年超 34 

合計 62 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額の算定は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

  

  

 (注)    同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額の

算定は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

よっております。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成18年８月18日開催の取締役会において、第５期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 438,069円12銭 460,167円56銭 464,023円92銭

１株当たり中間(当期)純利益 4,330円06銭 3,504円77銭 19,169円76銭

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

ストックオプション(新
株予約権)を付与してお
りますが、希薄化効果を
有している潜在株式が存
在しないため、記載を省
略しております。 

同左 同左 

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 192 155 867

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 16

(うち利益処分による役員 
賞与金) 

(―) (―) (16)

普通株式に係る中間(当期)純利
益(百万円) 

192 155 851

普通株式の期中平均株式数(株) 44,440 44,420 44,436

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

平成16年３月30日定時株

主総会決議 

ストックオプション(新

株予約権) 

 新株予約権の数 

1,070個 

平成16年３月30日定時株

主総会決議 

ストックオプション(新

株予約権) 

 新株予約権の数 

1,070個 

平成16年３月30日定時株

主総会決議 

ストックオプション(新

株予約権) 

 新株予約権の数 

1,070個 

中間配当金総額 133百万円

１株当たり中間配当額 3,000円



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  
  

半期報告書の 
訂正報告書 
  

平成14年９月25日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 
  

(2) 
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

平成15年３月28日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 
  

(3) 
  
  

半期報告書の 
訂正報告書 
  

平成15年９月25日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 
  

(4) 
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

平成16年３月30日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 
  

(5) 
  
  

半期報告書の 
訂正報告書 
  

平成16年９月27日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 
  

(6) 
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

平成17年３月30日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年２月22日 
関東財務局長に提出。 
  

(7) 
  
  

半期報告書の 
訂正報告書 
  

平成17年９月27日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年２月22日 
関東財務局長に提出。 
  

(8) 
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

平成17年３月30日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年３月24日 
関東財務局長に提出。 
  

(9) 
  
  

半期報告書の 
訂正報告書 
  

平成17年９月27日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 
  

  
平成18年３月24日 
関東財務局長に提出。 
  

(10) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第４期) 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

  
平成18年３月30日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年９月20日

株式会社パイロットコーポレーション 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パイロットコーポレーションの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社パイロットコーポレーション及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

アーク監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  茂  木     信  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  新  井  盛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年９月22日

株式会社パイロットコーポレーション 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パイロットコーポレーションの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社パイロットコーポレーション及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

アーク監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  新  井  盛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年９月20日

株式会社パイロットコーポレーション 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パイロットコーポレーションの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成

17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社パイロットコーポレーションの平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

アーク監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  茂  木     信  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  新  井  盛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年９月22日

株式会社パイロットコーポレーション 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パイロットコーポレーションの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成

18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社パイロットコーポレーションの平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

アーク監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  新  井  盛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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